



























































一定としたうえで，両者の関係を，ラッファー曲線に似た逆 U 字型の GNP の
生産フロンティア曲線 CED で描いた。この曲線は，所与の各ルール数に対し
最大の GNP を与えるような最適集合の軌跡を表している。上図の点 E より左
側の上向きの曲線部分では，政府の規模（規制の数）が大きくなると GNP の
生産性は高まるが，これは契約法や私有財産権が市場の効率性に貢献すること






　いま，経済は点 E にあると仮定し，政府の規模が n から n+ x に拡大すると
しよう。すると，GNP は AB 分だけ減少するので，政府規模 x 分の拡大の機
会費用は，GNP の減分 AB に相当する。資源と技術が一定ならば GNP 水準の
低下は感知できるのだが，実際にはそうならない。資源の保有状況の好転や技
術水準の向上があると，政府規模が n にある場合，GNP は A′にまで引き上げ




ので，政府規模の拡大は経済の動きを E から F に移動させることになる。こ
こで，人々は，政府規模の y 分の拡大に対し，GNP は GA 分増えたと感じる


































場の力を阻害する。政府規模の n+ z への拡大は，この曲線を F から H では
なく，Kへと移動させてしまう。人々はGNPのGI分の低下を感知するものの，
ケインズ主義は大きな政府をもってこれに対処するため，経済はフロンティア
曲線上の M の方向へと移動し，財政赤字の下で GNP の生産性が逓減していく






































　　Y  = F (Lp, K̅p, G (Lg, K̅g)) （1）
　　L̅  = Lp + Lg （2）
　　K̅ = Kp + Kg （3）
で表される。ただし，ここで Lp，K̅p は民間部門の，Lg，K̅g は政府部門の労
働量と固定された資本量である。また，G (Lg, K̅g) は政府の実質アウトプッ
トである。したがって，G= 0ならば，経済は自然状態（state of nature）にあ
ることになる。彼はここから議論をスタートさせる。
　一階の条件（FOC）を得るために，（2）を制約条件に（1）の最大化を図ると，






= (əF/əG)(əG/əLg) が成立するが，この左辺を x，右辺を y と表記すれば，最
大値の存在を前提するかぎり，
　　dx/dLp = (ə2F/əLp2) - [(ə2F/əLp əG) (əG/əLg)] < 0 （5）
　　dy/dLg = [(əF/əG) (ə2G/əLg2)] + [(əG/əLg)2 (ə2F/əG2)] -




二つの極端な見解，すなわち「政府は悪ではない（government that can do 























































フトするにつれて，正から負へと変化する。ある規模，すなわち G̅ = G (L̅g, 











一人当たり政府総支出が採用されている。上式の A は定数，P は人口，WD
は戦時を示すダミー変数，U は失業率，また先のモデルの仮定からパラメータ
の c は正，d は負（人口で測った政府部門の成長は民間部門の生産性に対し負
に働く），そして f と h は負である。
　グロスマンは，上の式を対数変換し，
　　LogY=LogA+ aLOGLp + bLogKp + cLogG+ d(G/P) + fWD+ hU （8）


















Private sector output Government sector output

























R2 0.99 R2 0.91
F-stat 877.036 F-stat 127.194
DW-stat 1.99 DW-stat 1.13
Rho 0.5336 Rho 0.6987
t-statistics in parentheses.
*indicates significant at the 95% confidence level.




















(billions of 1972 $)
Private output 
(billions of 1972 $)
Private labor 
(millions)
Year Oprimal Actual Potential Actual Optimal Actual
1929 137.8 62.3 262.7 274.7 28.3 32.1
1939 148.1 97.5 238.6 256.8 27.9 29.7
1949 168.8 190.1 482.7 395.4 49.6 39.6
1959 201.1 274.6 576.4 510.3 47.3 45.2
1969 229.3 372.4 878.1 830.2 63.3 56.6
1979 254.6 440.6 1417.5 1201.1 76.8 69.9
1982 262.8 490.6 1450.7 1187.3 75.1 68.7





























































　これらの式で，インデックス i は分析対象国，t は分析期間を指している。
また，従属変数 TGDPGK は交易要因の影響を調整した実質 GDP の成長率で
ある。これに対し，独立変数 CATEGG とその２乗のターム CATEGG2は，








































































































　HDI で採用されている指標は，期待平均寿命（Life Expectancy Index），教















1 ─ Norway 0.944 ▲0.001
2 ─ Australia 0.933 ▲0.002
3 ─ Switzerland 0.917 ▲0.001
4 ─ Netherlands 0.915 ─
5 ─ United States 0.914 ▲0.002
6 ─ Germany 0.911 ─
7 ─ New Zealand 0.910 ▲0.002
8 ─ Canada 0.902 ▲0.001
9 ▲ (3) Singapore 0.901 ▲0.003
10 ─ Denmark 0.900 ─
11 ▼ (3) Ireland 0.899 ▼0.002
12 ▼ (1) Sweden 0.898 ▲0.001
13 ─ Iceland 0.895 ▲0.002
14 ─ United Kingdom 0.892 ▲0.002
15 ─ Hong Kong 0.891 ▲0.002
15 ▲ (1) Korea, South 0.891 ▲0.003
17 ▼ (1) Japan 0.890 ▲0.002
18 ▼ (2) Liechtenstein 0.889 ▲0.001
19 ─ Israel 0.888 ▲0.002
20 ─ France 0.884 ─
21 ─ Austria 0.881 ▲0.001
21 ─ Belgium 0.881 ▲0.001
21 ─ Luxembourg 0.881 ▲0.001
24 ─ Finland 0.879 ─
25 ─ Slovenia 0.874 ─
出典　List of countries by Human Development Index ̶ Wikipedia, the free encyclodedia (2015)
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　　HDI = 1/3 (LEI) + 1/3 (EI) + 1/3 (GDPI) （14）
　因みに，最近の HDI の動向をみると，我が国はこの10年で国際順位が10位
あたりから17位にまで後退している（表３）。
　ここでも，BARS カーブと同様，逆 U 字型の曲線が描かれるが，政府の最
適規模のレベルは，実質 GDP を最大化するそれとは自ずと異なる。HDI の最
大化は，教育の改善，期待平均寿命の上昇を必要とするが，これらはいずれも，
中長期的にはともかく，現行の GDP の増加には貢献しないからである。
　デイビスは，Hit で i 国の t 年次での HDI を表記し，国連に加盟している
154カ国を対象にパネルデータ分析を行っている。まず，政府総支出を消費支
出と投資支出に分け，それぞれの対 GDP 比を Cit と Iit と表記する。すなわち，




0.8），45％が中進国（0.5 侑 HDI 侑 0.8），そして残りの20％が低開発国（HDI 




　　Hit = +  1Cit +  2Cit2 +  1CitDit +  2 (CitDit)2 + Hi,t-1 + uit （15）
　　Hit =   +  1Iit +  2 Iit2 +  1 IitDit +  2 (IitDit)2 + Hi,t-1 + uit （16）
　ここで，Dit はダミー変数であり，もし実質 GDPit/人口it < 中位値t（実質
GDPit/人口it）ならば１，それ以外の場合には０である。彼は，パネルデータ
を用いているため，また従属変数の数値が出現するのにタイムラグがあるた
め，一般化モメント法（Generalized Method of Moments）⑷を採用している。





消費支出の水準は，E (Hit|Hi, t-1) = 0.262Cit - 0.773C2it で与えられ，17％である
と推定される。また，一人当たり GDP が中位以下の国では，HDI の最小の改
善しかもたらさない政府消費支出の水準は，E(Hit|Hi, t-1) = -0.013Cit + 0.444C2it
で与えられ，1.5％であると推定される。これに対し，政府投資支出は，HDI
の最大の改善をもたらす政府投資支出の水準は，E(Hit|Hi, t-1) = 0.221Iit - 0.862I 2it
で与えられ，13％であると推定される。また，一人当たり GDP が中位以下の国
では，HDI の最小の改善しかもたらさない政府投資支出の水準は，E(Hit|Hi, t-1) 







 1  2  1  2 
Hit =   +  1Cit +  2C2it +  1CitDit +  2 (CitDit)2 + Hi,t-2+uit
Estimate 0.262 -0.773 -0.275 1.216 0.757
Standard Error 0.050 0.102 0.052 0.259 0.015
p-value 0.000 0.000 0.000 0.000 0.000
R2 = 0.209
Hit =   +  1Iit +  2I 2it +  1IitDit +  2 (IitDit)2 + Hi,t-1+uit
Estimate 0.221 -0.862 -0.429 1.374 0.800
Standard Error 0.113 0.374 0.168 0.686 0.032
p-value 0.053 0.023 0.012 0.047 0.000
R2 = 0.070







　　Hit =   +        k ( 1Ci, t-k +  2C2i, t-k)
　　+  1Ci, t-kDi, t-k +  2 (Ci, t-kDi, t-k)2) + uit （17）
となる。 の推定値から，幾何級数型ラグ分布の中位値と平均値を計算できる。
政府の消費支出が一単位変化したときのインパクトに関しては，その中位値は















































































　まず，OECD の“National Account”から政府総支出⑹（対名目 GDP 比）
と経済成長率のデータが10年以上利用可能な20カ国を取りあげ，1981年から
2002年までの期間をとって，単回帰分析を試みている。
　　GR (Y)i,t =  i +  1 (Exp/Y)i,t +  i,t （18）
　ここで GR (Y)i,t は実質経済成長率（年率），(Exp/Y)i,t は政府総支出の対
GDP 比（1995年価格，米ドル購買力平価換算）， i は定数項（プーリング推計















推計式（実質 GDP 成長率）＝ ＋（政府総支出対 GDP 比）
 adjR2 s.e.





３．（　）内は t 値。adjR2は自由度修正済決定係数。s.e. は推計式の標準誤差。
４．* は，係数が５％水準で有意であることを示す。
推計式（実質 GDP 成長率）＝ i ＋（政府総支出対 GDP 比）
 adjR2 s.e. F 値


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































　　 GR(Y)i,t =  i +  7(Con/Y)i,t +  8(Inv/Y)i,t +  9(Soc/Y)i,t +  10(Int/Y)i,t + 
 2ln(Y/L)i,t-1 +  3(Edu)i,t +  4(PPP)i,t +  5(Open)i,t +  6(Age)i,t +  i,t （19）
　ただし，(Con/Y)i,t , (Inv/Y)i,t , (Soc/Y)i,t , (Int/Y)i,t は，それぞれ政府消費支出






























　　 TrGR(Y/L)i,t =  i +  1(G/Y)i,t +  2 ln(Y/L)i,t-1 +  3(Edu)i,t +  4(PPP)i,t + 
 5(Open)i,t +  6(Age)i,t +  i,t （20）
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































の２乗項を説明変数に加えた回帰モデル（TrGR(Y/L)i,t =  i +  1(G/Y)2i,t + 

































































　　LEI（平均余命指数） = （出生時平均余命（歳） - 25）/（85 - 25）
　　EI（教育指数） = (2/3)ALI + (1/3)GEI
　　ALI（成人識字指数） = ALR - 0/100 - 0（ALR は成人識字率・15歳以上）
　　GEI（総就学指数） = CGER - 0/100 - 0（CGER は複合初等・中等・高等教育総就学率）













⑸　ラグ演算子を用いて分布ラグ関数をつくり，これにより説明される線形モデル (Yt =  0Xt + 
 1Xt-1 +  2Xt-2 + …) を考える。
いま，
　　  = 　　 i < 
　　wi = 　　とすれば，
上式は
　Yt =   (w0Xt + w1Xt-1 + w2Xt-2 …)
と書き直すことができる。ここで，wi はその総和が１となるように規準化されたラグ・ウェイト
である（　　wi = 1）。ここで Xt = 1, Xt-s = 0, Xt+u = 0 という場合を想定しよう。すると，t 期
にのみ X は１単位変化することになるので，
　　Yt =  0Xt =  0
　　Yt+1 =  1
　　　…
　　Yt+s =  s
となる。これを演算子
　　LXt = Xt-1




　　Yt =   (w0Xt + w1LXt + w2L2Xt-2 + …)
　　　 =   (w0 + w1L + w2L2 + …) Xt
　　　 =   W (L) Xt
となる。この内項
　　W (L) = w0 + w1L + w2L2 + …
は L の多項式であり，分布ラグ関数と呼ばれる。
　このラグ・ウェイトが幾何級数的に減少していく場合，
　　wi = (1 -  )  i, 0 <   < 1, i = 1, 2, 
　　w0 > w1 > w2 > …
となり，過去の X ほど現在の Y に与える影響は減少することになる。
　これを，上式に代入すると，























因みに，対象国を限定すると，(Exp/Y)i,t の数値は -0.088(OSL)，-0.191(LSDV) で，t 値で見て有
意である。
⑻　歳入面については，TrGR(Y/L)i,t =  i +  1(G/Y)i,t +  2(Tj/G)i,t-1 +  3ln(Y/L)i,t-1 +  4(Edu)i,t + 
 5(PPP)i,t +  6(Open)i,t +  7(Age)i,t +  i,t という式が採用されている。ただし，G は６つの歳入項目
からなり (Gi,t = (T1)it + (T2)it + (T3)it + (T4)it + (T5)it + (T6)・(T7)it))，(T1/G)it は潜在的国民負担に
占める個人所得課税税収の構成比，(T2/G)it は社会保険料収入の構成比，(T3/G)it は法人所得課
税税収の構成比，(T4/G)it は消費課税税収の構成比，(T5/G)it は公債発行額の構成比，そして (T6・
T7/G)it はその他収入の構成比である。これに対し，歳出面は，TrGR(Y/L)i,t =  i +  1(G/Y)i,t + 
 2(Ej/G)i,t-1 +  3ln(Y/L)i,t-1 +  4(Edu)i,t +  5(PPP)i,t +  6(Open)i,t +  7(Age)i,t +  i,t の式で表される。
ただし，E は４つの支出項目からなり (Gi,t = (E1)it + (E2)it + (E3)it + (E4)it)，(E1/G)it は潜在的
国民負担に占める一般政府消費支出の構成比，(E2/G)itは一般政府粗固定資本形成の構成比，(E3/
G)it は社会保障関連支出の構成比，そして (E4/G)it はその他の支出の構成比である。
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